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１　趣旨

さぬき市カメリア温泉福祉センター及びさぬき市活性化施設（以下「カメリア温泉」という。）の管理運営を行う事業者（以下「指定管理者」という。）が指定管理者募集要項３に示す業務（以下「管理業務」という。）を行うに当たり、業務の内容及び範囲等をこの仕様書に定めるものとする。

２　管理運営に関する基本的な考え方

管理運営するに当たり、次に掲げる項目に沿って行うこと。
①施設の設置目的に基づき、管理運営を行うこと。
②地域住民や利用者の意見を管理運営に反映させること。

③個人情報の保護には万全を期すること。

④衛生管理を徹底すること。
⑤効率的な運営を行うこと。
⑥管理運営費の縮減に努めること。
３　法令の遵守

管理業務の遂行に当たっては、次の法令等の内容を理解の上、遵守すること。
①地方自治法及び労働関係法令
②さぬき市カメリア温泉福祉センター条例（平成14年条例第134号。以下「センター条例」という。）及びさぬき市カメリア温泉福祉センター規則（平成15年規則第45号）
③さぬき市活性化施設条例（平成14年条例第135号。以下「施設条例」という。）及びさぬき市活性化施設規則（平成15年規則第37号）
④さぬき市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成16年条例第20号）及びさぬき市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第37号）
⑤その他業務運営管理上必要となる関係法令、条例及び規則
４　対象施設の概要

	施設名称
	さぬき市カメリア温泉福祉センター
	さぬき市活性化施設

	
	温泉棟
	門入茶房
	

	所在地
	香川県さぬき市寒川町
石田東甲2988番地1
	香川県さぬき市寒川町
石田東甲2990番地1
	香川県さぬき市寒川町
石田東甲2988番地1

	構造
	鉄筋コンクリート造
地上２階
	木造平屋建て
	鉄筋コンクリート造
平屋建て

	建築面積
	７０２．１１㎡
	６５．３４㎡
	５８２．２０㎡

	延床面積
	１，２３３．８２㎡
	６５．３４㎡
	５６８．２６㎡

	竣工年月
	平成５年12月
	平成13年６月
	平成６年３月


主な施設内容
	施設名称
	室名称等
	面積
	説明


	さぬき市カメリア温泉福祉センター
	温泉棟
	２階
	温泉
	２２０㎡
	泉質：単純弱放射能冷鉱泉
　　　　（弱アルカリ性低張性冷鉱泉）
一般浴槽、気泡浴槽、ミスト浴槽、
サウナ浴槽、水風呂

	
	
	
	休養教養娯楽室
機能訓練回復室
	１１０㎡
	　

	
	
	１階
	レストラン
	８５㎡
	　

	
	
	
	ロビー
	１２７㎡
	休憩所　２０席

	
	門入茶房
	ログハウス及び
キャンプサイト
	６５㎡
６区画
	　

	さぬき市活性化施設
	多目的ホール
	１２０㎡
	　

	
	
	
	

	
	工芸作業室及び
体験ルーム
	１２０㎡
	　

	
	
	
	

	
	郷土料理研究室
	４１㎡
	　

	
	
	
	

	
	第１会議室
	２６㎡
	　

	
	
	
	

	
	第２会議室
	２５㎡
	　

	
	
	
	

	
	第１談話室
	２５㎡
	　

	
	
	
	

	
	第２談話室
	２６㎡
	　

	
	
	
	


５　利用時間・休館日
・利用時間　（平日）午前９時から午後９時まで
（土日祝日）午前９時から午後１０時まで
・休 館 日　木曜日、１月１日、１月２日、12月30日、12月31日

※指定管理者は、指定管理業務の実施に当たり、特に必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を受けて、利用時間及び休館日を変更することができる。
６　業務の内容
指定管理者は、次の業務を行わなければならない。

(1)　施設の維持管理に関する業務

施設利用者が安全で安心して快適に利用できるように、施設を適切に維持管理すること。
①清掃に関する業務
公の施設として美観及び環境を常に最良な状態に保つため、次の業務を実施すること。
ア　施設内の清掃
イ　施設内の樹木剪定、草刈、草取り
ウ　その他必要な業務
②施設・設備保守点検及び定期検査

利用者が快適に利用できる施設を提供するため、設備・器具類の巡視点検を定期的に行い、関係法令に基づく法定検査等を実施すること。
ア　設備保守点検
イ　消防用設備点検
ウ　電気保安管理
エ　浄化槽点検
オ　エレベーター点検
カ　その他管理運営上必要な保守点検

③修繕等
施設の修繕及び改修（以下「修繕等」という。）費用が１件につき１０万円（消費税相当額を含む。）未満のものについては、指定管理者において実施すること。１件につき１０万円（消費税相当額を含む。）以上のものについては、市と協議した上、修繕等が必要な場合は市が実施する。
なお、指定管理者において修繕等をした物件であっても、指定期間が終了した場合、当該物件の権利は市に帰属する。

④その他
(2)　施設の利用調整に関する業務
適切な利用案内を行うとともに、利用承認に当たり公平性を確保すること。

①施設の利用の受付及び承認（取消しを含む。）に関する業務

②利用料金の徴収に関する業務

③施設の利用案内に関する業務

④利用の調整に関する業務

⑤その他必要な業務
(3)　施設の管理運営に関する業務
①事業計画書及び収支計画書の作成

②事業報告書の作成

③利用統計（施設利用者数等の集計・報告）

④職員研修

⑤施設の利用促進

・パンフレット作成、ホームページの公開等

・各種イベントの開催
⑥その他

(4)　利用料金の収受に関する業務

①本業務は、地方自治法第244条の２第８項に定める利用料金制度により、利用料金を指定管理者の収入とする。
②利用料金は、センター条例第９条第２項及び施設条例第６条第２項で定める利用料金の範囲内で、あらかじめ市長の承認を得て、利用料金を設定することができる。
③センター条例第９条第４項及び施設条例第７条の規定に基づき、あらかじめ市長の承認を受けて減免することができる。ただし、指定管理者が減免を行ったことによる収入減については、市は補填を行わないものとする。
④現金納付された利用料金は、直ちに金庫へ保管する等、適切な管理を行うこと。
⑤インボイス制度（適格請求書等保存方式）の導入に伴い、指定管理者に帰属する利用料金等（自主事業の収入含む。）の請求に当たっては、適格請求書の交付が必要となるため、指定管理者は適格請求書発行事業者として登録を受け、インボイス制度に対応すること。
(5)　利用者の安全確保

①施設巡視の際、安全上注意すべき箇所や、利用上注意すべき施設等のマップを作成し、管理すること。

②巡回時や利用者からの情報提供を受け、確認した危険箇所や問題箇所は、速やかに使用中止や補修等の措置を講じること。

③危険を伴う維持管理作業中は、作業区域内への立入りを制限する等の措置を講じること。
④負傷者が発生した際は、負傷者の救助を最優先に行うこと。

⑤負傷者が発生した際は、再発防止のため、事故発生現場の立入り・使用禁止等の措置を行い、安全確保を図ること。

⑥利用者の安全対策、監視体制について、各種マニュアルを作成し、万一に備えて従業員を訓練・指導しておくこと。

⑦緊急時や防犯・防災対策等の安全を確保するための各種マニュアルを作成し、万一に備え従業員を訓練・指導しておくこと。

⑧消防署、病院等との緊急連絡体制を整備すること。

(6)　個人情報の取扱い
①個人情報の取扱いには十分留意し、漏えい、滅失の防止に努めること。
②業務上知り得た秘密（個人情報）を第三者に漏らしたり、自己の利益のために使用してはならない。指定期間が終了した後も同様とする。

(7)　業務報告
①毎月終了後、実績報告書を翌月の10日までに提出すること。

②毎年度終了後、30日以内に事業報告書を提出すること。
③その他、市が必要とする報告書・資料の提出を求めた場合は、これに応じること。

(8)　管理運営のための体制の整備

①従業員に関すること。
ア　現管理員（現従業員）で雇用継続を望む者については、継続雇用に配慮すること。

イ　統括責任者を配置すること。

ウ　管理運営に係る全従業員（臨時職員を含む。）の勤務形態等については、労働基準法・労働安全衛生法・その他労働関係法令を遵守し、管理運営に支障のないように配置すること。
エ　防火管理者等、法律で定められた有資格者を配置すること。
②経理業務・受付業務・帳簿作成業務・その他体制の整備に必要な業務を実施すること。
③研修等の実施

本業務の遂行に必要な知識及び技術（資格）の習得、並びに資質の向上等を図るため、必要な訓練のほか、教育及び研修等を実施すること。

ア　指定管理者は指定期間の開始日の前日までに、管理業務の遂行に必要な資格の取得及び必要な資格その他の能力を有する人員確保や必要な訓練、並びに教育及び研修等を完了するほか、本業務を遂行するために必要な一切の準備を自己の費用負担において行うこと。

イ　指定期間が開始されるときは、施設の管理運営に支障がないよう、前管理者との事務引継ぎを誠実に行うこと。
ウ　指定期間が終了したとき又は指定を取り消されたときは、施設の管理運営に支障がないよう、次期指定管理者との事務引継ぎを円滑に行うこと。
(9)　その他の管理運営

関係機関への届出業務、情報公開条例に基づく情報公開業務等、その他管理運営に当たって必要な業務を実施すること。

７　立入調査

市は、必要があると認めるときは、施設、物品、各種帳簿等のほか、管理運営の状況について検査を行うことができる。指定管理者は、正当な理由がない限り、これを拒むことはできない。

８　実施状況の監視等

(1)　指定管理者評価委員会による評価の実施（モニタリング）

市は、指定管理者が行う業務の実施状況を把握し、良好な管理状況と必要なサービス水準を確保するため、定期的に指定管理者評価委員会による評価を実施する。

なお、必要に応じて、随時状況確認を実施する場合がある。

(2)　利用アンケートの実施

指定管理者は、施設利用者の利便性の向上等の観点からアンケート等を実施し、施設利用者の意見及び苦情の把握に努め、その結果と業務改善への反映状況について、市に報告すること。
ただし、市と指定管理者との間で協議の上、アンケート以外の方法で施設利用者の意見等が把握できる体制が確保される場合は、この限りでない。
(3)　必要な書類の提出要求

指定管理者は、市又は指定管理者評価委員会から求められた場合は、必要な報告書及び資料を提出すること。

９　備品の管理
(1)　指定管理者は、管理経費により購入した備品と、自己の所有又はリース等により持ち込んだ備品等とを明確に区分し、管理簿を作成するなどしてその帰属を明らかにすること。

(2)　指定期間が終了したときは、指定管理者は、管理経費により購入した備品を市に無償で譲渡すること。また、指定管理者が持ち込んだ備品等については、自己の負担において直ちに撤去すること。

(3)　指定管理者は、前指定管理者の所有する備品等の取扱いについて、前指定管理者と協議を行うこと。

１０　協議

指定管理者は、本仕様書に規定するもののほか、管理業務の内容及び処理について疑義が生じた場合は、市と協議の上、決定するものとする。

１１　業務を実施するに当たっての注意事項

(1)　公の施設であることを常に念頭に置き、公平な運営を行うこと。特定の団体等に有利又は不利になる運営を行ってはならない。
(2)　指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、あらかじめ市と協議を行うこと。
１２　経費の負担（リスク分担）
　　　市と指定管理者の経費の分担は、原則として次のとおりとする。
	責任分担
	リスク項目
	リスク内容
	負担者

	
	
	
	市
	指定管理者

	応募要領リスク
	書類の誤り
	募集要項等市が作成した書類に起因するもの
	●
	　

	
	
	申請書等指定管理者が作成した書類に起因するもの
	　
	●

	制度関連リスク
	法令の変更
	管理運営業務に直接関係する法令の新設・変更によるもの
	●
	　

	
	税制の変更
	管理運営業務に影響を及ぼす税制変更によるもの
	●
	　

	
	
	上記以外の一般的な税制変更によるもの
	　
	●

	維持管理リスク
	金利の変動
	金利の変動によるもの
	
	●

	
	物価の変動
	物価の変動によるもの
	
	●

	
	施設競合・需要変動
	施設競合による利用者減、収入減
	　
	●

	
	
	当初の需要見込みと異なる状況
	　
	●

	
	施設・設備の損傷
	施設本体に関わる経年劣化によるもの及び第三者の行為により生じたもので相手方が特定できないもの
	●
	●

	
	
	不可抗力（市及び指定管理者のいずれの責めにも帰しがたい台風等自然現象）によるもの
	●
	　

	
	備品の損傷
	市貸与備品に係る不可抗力又は経年劣化によるもの
	●
	

	
	
	市貸与備品に係る管理の瑕疵から生じたもの
	　
	●

	
	
	指定管理者が取得した備品（所有者は指定管理者）
	　
	●

	
	展示物・資料等の損傷
	指定管理者の責めに帰する事由のもの
	　
	●

	
	
	指定管理者の責めに帰さない事由のもの
	●
	　

	
	管理運営に係る事故
	施設の設置の瑕疵から生ずるもの
	●
	　

	
	
	施設の管理運営の瑕疵から生ずるもの
	　
	●

	
	運営リスク
	管理上の瑕疵による臨時休館等、及び自主事業運営によるもの
	　
	●

	
	
	施設本体の改修等による臨時休館等
	　
	●

	
	行政的理由による事業の変更
	行政的理由から業務の全部又は一部を中止した場合または業務内容を変更した場合
	●
	　

	
	債務不履行
	指定管理者による業務及び協定内容の不履行
	　
	●

	
	セキュリティ
	指定管理者の警備不備によるもの
	　
	●

	
	
	上記以外のもの
	●
	　

	社会リスク
	周辺地域・利用者への対応
	地域との協調
	　
	●

	
	
	施設の設置に対する利用者や地域住民からの要望、苦情、反対、訴訟への対応に関するもの
	●
	　

	
	
	施設の管理運営に対する利用者や地域住民からの要望、苦情、反対、訴訟への対応に関するもの
	　
	●

	
	
	管理業務に関し施設利用者への対応に関するもの
	　
	●

	
	保険への加入
	施設の設置に関するもの（火災共済保険）
	●
	●

	
	
	施設の管理に関するもの（施設賠償責任保険）
	●
	●

	
	
	管理運営業務に関するもの（車両保険・利用者に係る保険等）
	　
	●

	不可抗力
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他市又は指定管理者の責めに帰すことのできない自然的又は人為的な現象）によるもの
	協議

	指定期間終了時
	指定管理者の指定の期間が終了した場合、または指定を取消した場合の撤収に関するもの
	　
	●

	その他
	市の責めに帰すべき事由は市が、指定管理者の責めに帰すべき事由は指定管理者がそれぞれリスク負担をする。


※本表に定める事項で疑義がある場合又は本表に定めのないものについては、市と指定管理者が協議の上、決定するものとする。
別　冊
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